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避難、防御 復興

迅速な応急対策、
早期復旧の実施体制の構築

地域全体の復興を
円滑に進めるために

①.災害に強いものづくり中部の構築
（中部経済産業局）

②.災害に強い物流システムの構築
（中部運輸局）

③.災害に強い地域づくり
（中部地方整備局）

④.情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化
（東海総合通信局・国土地理院中部地方測量部）

⑤.防災意識改革と防災教育
及び人材育成の推進
（三重県）

⑥.確実な避難を達成する
ための各種施策の推進

（静岡県）

⑦ 災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備
（中部地方環境事務所）

⑨.関係機関相互の連携による防災訓練の実施
（中部管区警察局）

応急・復旧

被害の最小化に向けた
事前対策

●１１の連携課題

◎災害時における保健医療福祉機関の
情報共有体制の構築

○関連課題: ⑩ 中部ブロックDMAT連絡協議会

○概要・目標:南海トラフ地震、激甚気象災害におけ
る保健機関・医療施設・福祉施設機能
維持における具体的課題を抽出し、情
報の共有体制、連携体制を構築する。

○目標達成期間:令和6年度～令和8年度（3年）

●優先的に取り組む検討項目

◎中部ものづくり産業レジリエンス手法
の実装推進

○関連課題: ① 中部経済産業局

○概要・目標:令和6年能登半島地震において被災し
復旧した、製造業の災害対応に係る取り
組みを分析し、今後起こる可能性のある
災害に対し、製造業のレジリエンスを向
上させるための手法をとりまとめ、地域製
造業への手法実装を推進する。

○目標達成期間:令和６年度～令和8年度（3年）

･･･R6年度

優先項目

令和７年度南海トラフ地震対策中部圏戦略会議連携課題

戦略会議において策定した基本戦略の推進にむけて、「１１の連携課題」について、引き続き取組みを
進めます。更に、連携課題の中で重点的に取り組む項目を「優先的に取り組む検討項目」として、以下
の２項目を選定し、取組みを進めます。

⑪.大規模地震発生時の初動時
のヘリ等による情報収集・
情報共有体制の構築
（中部地方整備局）

⑧.防災拠点を結ぶネットワーク
形成と総合啓開のオペレーション

計画の策定
（中部地方整備局）

⑩.初動時医療対策のあり方
（中部ブロックDMAT連絡協議会）

※南海トラフ地震対策中部圏戦略会議第１５回活動計画検討会資料抜粋



令和7年度厚生労働省老人保健健康増進等事業
「広域的長期浸水（湛水）・液状化被害による長期孤立が予測される海抜ゼロメートル地帯における災害時福祉医療連携ネットワークモデルの作成を目指した調査研究事業」

令和７年度災害医療部会活動内容
災害時における保健医療福祉機関の情報共有体制の構築

Ⅰ. 検討委員会の設置
海抜ゼロメートル地帯の市町村・施設・医療機関が連携

し、DH-Wins の改良や事前情報登録の標準化、避難者管理
方法などについて協議・改善を進めた。

Ⅱ. DH-Wins 活用マニュアル・アプリの策定
実効性のあるBCP改変、早期支援体制確立のため、平時

におけるリスク分析・事前登録、発災後における緊急時・詳
細時行動・避難者管理等に項目分類したDH-Wins活用マ
ニュアル、アプリを策定

Ⅲ. 研修の実施
高齢者施設職員、管轄市町村対象に向けに、リスク分析

とBCP反映、DH-Winsを活用した災害情報伝達までを含む
講義・演習型研修を実施

Ⅳ. 実地訓練による運用検証
DH-Wins活用マニュアル・アプリが南海トラフ地震

等巨大地震発生時に福祉施設、海部７市町村、名古
屋市、愛知県の連携活動に効果的かを検証

保健医療福祉情報共有システム
（DH-Wins＝Disaster Healthcare & Welfare information system)の策定と普及



どちらも自動で
集計＆送付用リスト

に変換！

災害時に入力
• ヒト：利用者、職員
• モノ：建物、ライフライン、備蓄

管内施設の被害
実態を一覧化

発災後に市
町村へ送付

管内施設の被害
予測を一覧化平時に登録

• ヒト：利用者、職員
• モノ：建物構造、備蓄
• リスク：被害予測

予め市町村
へ送付

物資支援 調査・避難

被害の実態
（＋未入力時
は被害予測）
から支援方策

を検討

DH-Winsによる情報共有の仕組み



実証訓練結果 DH-Winsの効果（リスク評価）
濃尾平野の特徴である長期湛水・液状化、震度想定と施設機能を照合したリスク評価を行うことにより、
施設は実効性のあるBCPの見直し、
管轄市町村、県は被害甚大な施設に対する早期支援策を検討することができた。

平時における事前登録機能は、発災後における連絡手段、ライフラインの途絶の施設環境の悪化の
中、施設側の備蓄体制再考、公助側の早期支援策決定に不可欠な情報共有機能であった。



令和８年度活動目標
※参考 内閣府第１回大規模地震防災対策推進検討会資料抜粋



令和７年度活動目標
（検討項目）

 新たな南海トラフ地震被害想定による医療機関・福祉施設リスク評価

（リスク評価方法の現況）

医療機関；EMIS基本情報とハザードマップの照合

福祉施設；？

 リスク評価からみる医療機関・福祉施設の弱部あぶり出し

倒壊（全壊・大規模半壊）機関、機能障害機関、機能維持機関

 弱部対策の検討

全避難、籠城、通常運用

（検討スケジュール）

上期；静岡・愛知・三重３件の進行状況

下期；静岡・愛知・三重の弱部・対応策の共有


